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「つながる東京」展開方針について
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スマートフォンを利用する都民が約９割となるなどデジタル化が急速に進展する中、
あらゆる人やモノが、いつでもどこでも何があってもネットワークにつながり、

多様なデジタルサービスが生み出され、誰でもサービスを享受できる社会
データ利活用により様々な課題解決がなされるデータドリブン社会

を実現するための通信環境が整っている

スマート東京実現に向けた「つながる東京」構築の意義

東京都「スマート東京実施戦略～ 令和３年度の取組 ～」より

通信事業者の皆様と連携を取りながら

電気・水道・下水道・ガス・道路に並ぶ

“基幹的インフラ”として、

強靭な通信基盤を作り上げていく

「つながる東京」とは
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「つながる東京」の基本的考え方

多様な通信手段を活用し、陸海空で「つながる東京」を実現

各通信手段の特性に応じ、適材適所で使い分け、 「いつでも、誰でも、どこでも」つながる環境を確保

衛星通信

空

海

４Ｇ・５Ｇ

Ｗｉ-Ｆｉ

離島の通信を支える基盤

海底ケーブル

スマートポール

・電波の特性(飛距離50~100m）から主にパ
ブリックスペースの屋内で提供

・誰でも無料でつながることができ、災害発生時の
通信確保としても重要

・セキュアでシームレスな環境を提供

船舶における通信の確保

・主に通信事業者の幹線や企業への引込線
・オフィスや自宅等、屋内での通信のベースとして活用光ファイバ陸

スマートポール

・５Gの特長を活かし、日常的に
通信が混雑するエリアでの高トラ
フィックを回避

通信困難地域
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・通信困難地域など、地上基
地局ではカバーできない範囲
の通信に活用

Wi-Fi

４Ｇ転用型

ミリ波

Ｓｕｂ６

Wi-Fi

・屋外の通信インフラの基礎として、主に
移動中の通信として広く一般的に活用

・５Ｇ各周波数帯の特性に応じ、面的カ
バーやトラフィック対策など使い分け



指標と目標
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指標 目標

いつでも
時間帯、イベント 朝夕のラッシュでも、イベントで人が集まっても途切れない（※）

季節、天気 夏の樹木・冬の積雪・豪雨・台風・濃霧でも通話・通信ができる

誰でも
国籍、目的

どんなこと（観光、仕事、遊び等）をしに来た人でも、SIM、公衆Wi-
Fi、ローミング、モバイルルーターで使える

年齢、習熟度、障害 デバイスを自由に使いこなせない人用にアクセシビリティが充実

どこでも
地域 居住地、主要道路、区市町村のニーズがある場所はつながる

施設 主要公共施設や人が多く集まる民間施設でつながる

なんでも デバイス、アプリ 機種やバージョンに依存しない

何があっても 通信障害、災害
移動基地局、公衆Wi-Fi、デュアルSIMなど代替の通信手段があり、最
低限の通話・通信が確保できる

※ダウンロードの通信速度５Mbps以上

「いつでも・誰でも・どこでも」つながる環境を実現するために、

・「つながるとは、どういう状態か？（指標）」

・「2030年までにどうなっていればよいか？（目標）」

を定めた上で、具体的に展開の方針（通信手段・整備エリア・整備主体）を検討していく。



「つながる東京」展開方針について

「つながる東京」が目指す全体像と、通信手段毎の整備・活用の手法、ロードマップ等を示した方針を策定
し、新たな施策を展開

「つながる東京」展開方針 つながる東京のビジョン

∟４G・５Gのさらなる展開 ５Ｇ整備促進の考え方、通信困難地域対策

∟Wi-Fi活用方針 都内全体の公衆Wi-Fi整備の考え方、セキュアでシームレスな環境の導入

∟衛星通信の活用 通信困難地域解消・強靭化対策としての有用性、行政サービスへの活用

ＴＤＨ協議会の意見を踏まえ、方針を策定

「つながる東京」展開方針

４G・５Ｇ 公衆Wi-Fi 衛星通信

第５回ＴＤＨ協議会資料を一部改変

2023年度中に策定 2023年度中に策定 2024年度中に策定

様々な通信規格

2023年度中にver1.0策定
2024年度中にver2.0策定
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【参考】様々な通信規格

• 速度、距離、電力消費等が異なる様々な通信技術・規格が存在する。
• デジタル化を進めるにあたっては、目的や用途に応じた効果的な通信規格を用いる必要がある。

各通信方式の位置付け

令和２年度情報通信白書より
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/
html/nd111340.html

利用例 特徴

４G モバイル通信 高速、遠距離

５G
モバイル通信、
自動運転等

高速大容量、超低遅
延、多数同時接続

Wi-Fi 無線LAN 高速、短距離

LPWA IoT 低消費電⼒、遠距離

Bluetooth,
NFC等

個人の機器間通信 低消費電⼒、短距離

各通信規格の特徴
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「Wi-Fi活用方針」整備の方向性
（案）について
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「令和４年度TDH調査」結果より（Wi-Fi）

・施設分類ごとにWi-Fi設置率は大きく異なり、医療関係は５割、物流・運輸サービス（鉄道）は９割で設置
・Wi-Fiの拡充を希望する施設は「物流・運輸サービス（鉄道）」「医療関係」「役所等」の順で多く、

普段利用し、滞在時間の長い施設に希望が集まる傾向がある。
・都民のWi-Fi利用時の不安について、「特になし」が「情報漏洩」と同数で最も多い。セキュリティに対する

意識付けと共に、 提供者側に“OpenRoamig”の様なセキュリティ対策が求められるが、都民の認知度は低調

都民のWi-Fi利用時の不安施設分類別のWi-Fi設置有無 都民がWi-Fiの拡充を希望する公共施設

3%

13%

85%

登録したことがある

サービス自体は知っているが、登録したことがない

わからない（サービス自体を知らない）

OpenRoaming
認知度
n=3632

都民の“OpenRoamig”認知度
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41%

0%

9%

9%

3%

12%

18%

20%

28%

41%

特になし

その他

詐欺

違法性のある情報アクセス

誹謗中傷の被害

金銭的被害

漠然としたセキュリティ

コンピュータウイルス

不正侵入

情報漏洩

91%

54%

9%

23%

28%

39%

40%

9%

46%

91%

77%

72%

61%

60%

物流・運輸サービス(鉄道)

医療関係

集会場等(冠婚葬祭施設)

運動施設

文化施設(博物館等)

集会場等(公民館)

役所等

設置している 設置していない

54%

1%

4%

6%

6%

6%

7%

10%

14%

14%

15%

16%

18%

20%

20%

特にない

その他

保育所等(児童福祉施設)

集会場等(冠婚葬祭施設)

物流・運輸サービス(市場)

学校

運動施設

集会場等(公民館)

文化施設(博物館等)

公園

文化施設(図書館)

物流・運輸サービス(港・空港)

役所等

医療関係

物流・運輸サービス(鉄道)
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• 人流滞留を回避する動きから、災害時は施設を閉
鎖したり、00000JAPAN活用は限定的

利
用
者

設
置
施
設

課題

民間施設へ
の対応

普及啓発

安全性
及び利便性

の確保

• 00000JAPANを含む既存接続方式
のセキュリティ強化

• 平時から使える高セキュリティか
つ共通接続方式の導入

公衆Wi-Fiの現状と課題（分科会報告より）

平
時
も
災
害
時
も
安
心
し
て

利
用
で
き
る
環
境
の
提
供

• 民間施設の公衆Wi-Fiの減少傾向を
踏まえ、公共施設の整備範囲を整
理（区市町村を含む）

• モバイル通信環境（4G・5G）の通信速度の改善
に伴い、短時間でのWi-Fiの利用ニーズが減少

• リモートワークと思われるカフェ等飲食店での長
時間のPC接続など新たな利用目的

• 災害時の代替通信手段の確保を求める声

公共施設の
整備範囲

• キャリアWi-Fi撤退による費用負担の増加

• 更改時期の到来と新規格Wi-Fiへの対応

• オフロードの役割を終え、導入施設/店舗の集客
における差別化へと変化

• 民間施設における公衆Wi-Fiの維持
• 都の取組に対する賛同

• 平時から使用できる公衆Wi-Fiの整
備

• 都民や来訪者に対する公衆Wi-Fiの
設置場所、使用方法の周知

現状

• 公衆Wi-Fiを整備する意義・社会的
責務を定義し、整備目的を設定

意義
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• 通信事業者ごとに独自かつ接続を全国一括管理す
る認証方式



整備範囲に関する基本的な考え方

整備分野（９分野*）
 平時においては、モビリティ、ウェルネス、教育、働き方、産業（特に観

光）にニーズがあり、これらを中心に、関係施設へ整備

 災害時においては、防災での活用が求められる

ニーズの見込まれる６分野を整備

公衆Wi-Fiの意義
 平時においては、外国人の観光、リモートワーク、隙間時間の情報検索な

ど、「一定の場所において、いつでもつながる環境」の提供

 災害時においては、「つながる環境」をシェアする等の工夫も組み合わ
せ、最低限の連絡・情報取得の手段を確保

平時/災害時の公衆Wi-Fiの意義

公共/民間のすみ分け
 公共施設については、民間施設の減少分を補うべく、避難所・観光施設以

外にも整備を拡充

 民間施設に対しては、民間の自主的な整備を促進しつつ、セキュリティの
確保について支援

社会動向や災害時の役割を考慮し整備

*スマート東京９分野：防災、まちづく
り、モビリティ、エネルギー、自然、
ウェルネス、教育、働き方、産業
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都民への普及啓発  災害時、都民がWi-Fiをすぐに使用できるようにするには、普段から、都民
にWi-Fi設置場所が認知されるよう、シンプルなルールである必要。公共施
設の分類で色分けせず、都民が日常的に訪れる施設に広く設置

シンプルなルール

６
分
野
の
う
ち
、

・
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常
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大
勢
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が
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用
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る
施
設

・
災
害
時
に
、
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所
・
災
害
支
援
拠
点
等
と
し
て
活
用
す
る

施
設

の
整
備
を
進
め
る



13（出典：令和4年3月4日「第71回東京都新型コロナウイルス感染症対策本部会議」資料に基づき作成）

遊興施設
キャバレー、スナック、個
室ビデオ店、射的場、場外
車券売場、ネットカフェ、
マンガ喫茶 等

飲食店
飲食店（居酒屋を含
む。）、喫茶店、バー
（接待や遊興を伴わない
もの）等

劇場等
劇場、観覧場、映画館、
プラネタリウム、演芸場
等

集会場等
集会場、公会堂、葬儀
場、食品衛生法上におけ
る飲食店営業許可を受け
ている結婚式場 等

展示場
展示場、貸会議室、文化
会館、多目的ホール 等

商業施設
大規模小売店、ショッピ
ングセンター、百貨店、
ネイルサロン、理容店、
美容店、質屋、クリーニ
ング店 等

ホテル等
ホテル、旅館

運動施設
スタジアム、体育館、ス
ケート場、水泳場、屋内
テニス場、ボウリング
場、ゴルフ場、ジム 等

遊技場
マージャン店、パチンコ
屋、ゲームセンター、
テーマパーク、遊園地
等

博物館等
博物館、美術館、科学
館、記念館、水族館、動
物園、
植物園、 図書館 等

学習塾等
自動車教習所、学習塾、
コワーキングスペース
等

学校
幼稚園、小学校、中学
校、高校、大学 等

保育所等
保育所、高齢者福祉施
設、障害者施設、福祉事
務所 等

物流・運輸サービス
鉄道（駅）、バス、船、
航空、空港、港、郵便、
市場 等

役所等
都庁・支庁、市（区）役
所・町村役場・支所・出
張所、行政委員会 等

公園
都市公園、都市公園以外
の都区市町村立公園 等

スマート東京９分野のうち「防災・モビリティ・ウェルネス・教育・働き方・
産業（特に観光） 」の６分野に該当し

○日常生活において、大勢の人が利用する施設
○災害時に、避難所・災害支援拠点等として活用される施設

の中から選定

医療関係
病院、薬局、保健所 等

《参考》
令和4年4月改定、内閣府（防災担当）「避難所における良好な生活環

境の確保に向けた取組指針」によれば、
• 避難所として指定する施設は、（略）バリアフリー化された学校、

公民館等の集会施設、福祉センター、スポーツセンター、図書館等
の公共施設とすることが望ましいこと。

• 管内の公共施設のみでは指定避難所を量的に確保することが困難な
場合には、旅館、ホテル、企業の社屋の一部（ロビー、会議室
等）、企業の研修施設や福利厚生施設（運動施設、寮・保養所等）
等を活用できるよう事前に協定を締結しておくこと。

防災
産業

（観光）
働き方ウェルネス 教育モビリティ

公衆Wi-Fi整備の方向性（案） 整備範囲の検討



公共施設
（都）

公共施設
（区市町村）

物流・運輸

ホテル
飲食店

学習塾等

その他
民間施設

庁舎・事業所、公民館・集会場、学校、運動施設、
病院、観光施設、図書館、展示場、市場
一般都民が普段訪れる施設であり、災害時にも人が滞留す
ることが予想。避難所、災害支援拠点、帰宅困難者一時受
入施設としても機能

公衆Wi-Fi整備の方向性（案） 整備範囲の検討

対象

備蓄倉庫、消防署、警察署
一般都民が普段訪れない、都民の生命に密接にかかわる
サービスを提供することが最優先、施設の特性上Wi-Fiを設
置することが適切ではない施設

除外

鉄道乗換駅、空港、港
平時から利用者が多く、災害時にも人が滞留することが予
想。災害支援拠点や帰宅困難者一時受入施設としても機能

バス、水上バス、タクシー
利用者が限定的

ビジネスホテル、飲食チェーン店、コワーキングス
ペース
ビジネスユースが多く、OpenRoaming導入メリットが大

個人経営の旅館・飲食店、予備校
一般都民が、一度に大勢訪れない

展示場、観光施設、文化施設、病院
平時から利用者が多く、災害時にも人が滞留することが予
想。災害支援拠点や帰宅困難者一時受入施設としても機能

遊技場、遊興施設、運動施設（ジム等）
利用者が限定的

商業施設
ショッピングセンター、百貨店
平時から利用者が多く、災害時にも人が滞留することが予
想。災害支援拠点や帰宅困難者一時受入施設としても機能

スーパー・コンビニ、個人経営の施設
利用時間が比較的短時間で、滞留しない

〇スマート東京９分野のうち「防災・モビリティ・ウェルネス・教育・働き方・産業（特に観光） 」の６分野に該当
〇日常生活において、大勢の人が利用する施設 〇災害時に、避難所・災害支援拠点等として活用される施設

の中から
〇電波の飛距離特性（50~100ｍ）から、屋内施設中心
〇比較的長時間滞在する施設 を選定
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OpenRoamingを採用するメリット

１ 安全性 ※AP=アクセスポイント

「無線区間暗号化」「偽AP※対策」により安全な
通信が可能

２ 利便性
一度の登録・設定で、OpenRoaming対応Wi-Fiス
ポットで、平時も災害時も自動接続。国際規格であ
り、都民だけでなく、訪都外国人も利用可能

３ 拡張性
ベンダーロックインされないため構築が容易で
普及拡大が期待

４ 先進性
世界的大都市である東京での普及は先進的

安全性及び利便性の確保に関する課題

• 従来の公衆Wi-Fiは、施設（SSID）ごとに接続する必要があり、都度Wi-Fiへの接続手続きが必要

• 00000JAPANの導入は限定的であり、災害時に、都民がすぐに公衆Wi-Fiを使用できない可能性

• 従来の公衆Wi-Fiは、セキュリティへの不安から都民が利用を控えるケースがある

公衆Wi-Fi整備の方向性（案） 安全性及び利便性の確保
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セキュアでシームレスな環境を提供する国際規格OpenRoaming※

を採用。都内全体に広げ、グローバルにつながる東京へ。

有
35%

無
29%

不

明
35%

00000
JAPAN

活用有無
n=641

施設の” 00000JAPAN ”活用有無

※令和４年度TDH調査結果より

世界はOpenRoamingがデファクトスタンダードへ

• WBA※ が推進する国際規格であるWi-Fi接続基盤
欧米を中心に世界100万か所で対応

• 共通規格であれば、世界中のどこでも安全かつ
シームレスにWi-Fi利用可能

国際学術Wi-Fi基盤eduroamも参加
106か国 2万6000施設対応。学生や職員が利用可能
（日本国内では、大学等377機関）

欧州（WiFi4EU）⇒ 今後全土展開の見込
2022年ベルギーでのテストで個人情報・プライ
バシー等を検証済。今後欧州各都市で実装

米国 ⇒ 3大キャリアのAT&Tが参加しており、
1.1億ユーザが利用可能

※Wireless Broadband Alliance

世界の通信事業者、メーカ等

166社が参加

2022年12月31日 AT&T投資家向け資料より



公衆Wi-Fi整備の進め方
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都
立
施
設

民
間
施
設

区
市
町
村
施
設

OpenRoamingの普及啓発を進めながら、業界団体等に対し、民間施設へのOpenRoaming導入について

働きかけ

〇業界団体等に対し、現況及びOpenRoaming導入についてヒアリングを実施

〇機器更新の際、着実にOpenRoamingへの切替が進むよう業界団体等に働きかけ

区市町村に対し、OpenRoamingを推奨。ノウハウ提供等により、整備を促進

〇避難所等における設置経費の一部補助を開始（総務局総合防災部）

〇４月に区市町村担当者向け説明会を実施

〇調査等により現状を把握し、技術支援及び基盤提供等を通じて、導入支援

・

安全で利便性の高い国際規格 OpenRoamingに切替及び新規設置

〇2023年度中に、以下の施設に対して整備

・都立学校等330か所

・TOKYO FREE Wi-Fi既存700か所の約半数（340か所）切替

〇2024年度以降の整備に向け、対象数を精査し、計画的に導入を推進



「Wi-Fi活用方針」整備の方向性（案）について

17

１ 都が示した公衆Wi-Fiの整備の考え方
（対象施設、区市町村や民間施設への広げ

方）について、ご意見をいただきたい。

公衆Wi-Fiの整備範囲及びOpenRoamingについて

２ OpenRoamingを都内全体に広げていく
ことについて、ご意見をいただきたい。



「４G・５Gのさらなる展開」整備の
方向性（案）【５Ｇ】について

18



都内の５Ｇに関する状況

19

西多摩地域における電波状況測定調査結果 都保有アセット構成比 （2023年３月20日現在）

全 体 アセット数 構成比

区部 8,159 53.1%

多摩地域 6,414 41.7%

島しょ地域 804 5.2%

計 15,377 100.0%

西多摩地域 アセット数 構成比

青梅市 186 1.2%

福生市 124 0.8%

羽村市 70 0.5%

あきる野市 87 0.6%

瑞穂町 71 0.5%

日の出町 17 0.1%

檜原村 3 0.0%

奥多摩町 123 0.8%

計 681 4.4%

狛江市 32件
2022年５月～

港区 306件
2022年10月～

稲城市 132件
2022年８月～

江戸川区 566件
2022年９月～

豊島区 538件
2023年3月～

アセット開放済の都内自治体 （2023年３月20日現在）

●調査概要：通信事業者４社（株式会社NTTドコモ、KDDI株式会
社、ソフトバンク株式会社、楽天モバイル株式会社）

のスマートフォンを使用して、エリア内の電波状
況を確認

●調査対象：対象自治体内の国道・都道・一部市町村道
●調査期間：2022年６月30日（木）～2022年７月８日（金）

自治体
圏内

圏外
５Ｇ ４Ｇ ３Ｇ

全体 99.9% 7.0％ 92.9％ 0.0％ 0.1％

青梅市 100.0% 5.1％ 94.9％ 0.0％ 0.0％

福生市 100.0% 50.0％ 50.0％ 0.0％ 0.0％

羽村市 100.0% 5.1％ 94.9％ 0.0％ 0.0％

あきる野市 100.0% 1.7％ 98.3％ 0.0％ 0.0％

瑞穂町 100.0% 6.7％ 93.3％ 0.0％ 0.0％

日の出町 100.0% 1.7％ 98.3％ 0.0％ 0.0％

檜原村 100.0% 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％

奥多摩町 99.2% 1.2％ 98.0％ 0.0％ 0.8％



５
Ｇ
エ
リ
ア

の
拡
充

課題

周波数帯
の特性に
応じた
エリア
整備

５Gの現状と課題（分科会報告より）

新
周
波
数
帯
の
エ
リ
ア

カ
バ
ー

• 令和4年度の総務省調査によると東京都内の「人
口カバー率」は99.5％（2021年度末：4社合算
値）

• 新周波数帯の面的整備が進んでいない。

• 従前より既存の４Gが新周波数帯
５Gに入れ替わっていく「面での
展開」を想定していたものの、国
の電波の特性に応じたエリア整備
の考え方や通信事業者の整備方針
も鑑み、都のエリアカバーの考え
方について、再整理

現状

• 多摩地域のアセットが少なく、通
信事業者の整備箇所の選択肢を広
げる必要

• アセットデータベースだけでは、
アセットの概況等がわからず、現
地調査で初めて状況が判明

• エリア単位でのアセット開放も有
効だが、西新宿を除き未実現

アセット
の開放

• ４G転用型５Gのエリア拡大は進んでいるが、都
が2022年度に実施した電波調査の結果やキャリア
のエリアマップでは、多摩地域の西部を中心に、
多くが４G接続となっている。

• スマートフォンでの５G接続について、頻繁に４
Gに切り替わる事象（品質の問題）が生じており
サービスの実装に耐えうる環境が整っていない。

• 通信事業者の方針により「人が多く、高トラ
フィックなエリア」から整備が実施されている。
（特に、新周波数帯は、トラフィック対策、品質
向上策として活用）

20

地
域
の
課
題
解
決
に
取

り
組
む
地
域
へ
の
支
援



新周波数帯のエリアカバー

総務省 ５Gビジネスデザイン
WG第１回事務局資料より

５Gエリア整備の方向性（案）

国のエリア整備の考え方を基本としつつ、新周波数帯は、高トラフィック
地点、５Ｇサービスを実装する地域、災害対策の観点で必要な地域などに、
重点的な整備を促進

周波数帯の特性に応じたエリア整備

21



地域課題の解決に取り組む
地域への支援

５Gエリア整備の方向性（案）

５Ｇエリアの拡充

 地域課題の解決やスマートシティ実現のための先進的サービスに取り組む地域
に対し、まちづくり協議会等、様々な主体と連携し、地域ぐるみで面的にア
セットを開放することで、新周波数帯５Gの面的整備を目指す。

官民連携の拡充によりアセットを面的に開放

区市町村のアセット開放

22

 都のアセット開放のノウハウを提供する説明会の実施等により、区市町村のア
セット開放を進めることで、通信事業者の整備箇所の選択肢を広げ、５Gエリ
ア拡大を目指す。

都アセット詳細情報の提供（新規）

 地理的条件から、現地確認が容易でない島しょ地域等のアセット等について、

都で外観調査等を実施、通信事業者に提供



「４G・５Gのさらなる展開」整備の
方向性（案）【通信困難地域対策】に
ついて

23



通信困難地域の現状とこれまでの都の取組

島しょ地域及び西多摩地域の一部では、通信困難地域 (※）が存在

しており、非居住地域であっても、都民の利便性向上や観光客など

来訪者の緊急時の連絡等の必要性から、通信困難地域の解消に向け

た取組が必要 ※ 通信困難地域：通信事業者４社とも圏外の地点

しかしながら、携帯通信事業者による整備がなかなか進まない

島しょ地域、檜原村及び奥多摩町において、通信環境を改善するため、町村による

携帯電話の基地局施設等の整備費の補助等により、通信困難地域の解消を支援

モバイル通信ネットワーク環境整備事業

・不感地域解消に向けた計画策定支援

・「携帯電話等エリア整備事業」に係る補助

24

第５回ＴＤＨ協議会資料を一部改変



都内の電波状況測定調査結果について

西多摩地域における電波状況測定調査結果（再掲）

調査期間：2022年６月30日（木）～2022年７月８日（金）

調査期間：2022年7月27日（水）～2022年10月26日（水）

自治体
圏内

圏外
５Ｇ ４Ｇ ３Ｇ

全体 99.9% 7.0％ 92.9％ 0.0％ 0.1％

青梅市 100.0% 5.1％ 94.9％ 0.0％ 0.0％

福生市 100.0% 50.0％ 50.0％ 0.0％ 0.0％

羽村市 100.0% 5.1％ 94.9％ 0.0％ 0.0％

あきる野市 100.0% 1.7％ 98.3％ 0.0％ 0.0％

瑞穂町 100.0% 6.7％ 93.3％ 0.0％ 0.0％

日の出町 100.0% 1.7％ 98.3％ 0.0％ 0.0％

檜原村 100.0% 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％

奥多摩町 99.2% 1.2％ 98.0％ 0.0％ 0.8％

自治体
圏内

圏外
５Ｇ ４Ｇ ３Ｇ

全体 94.7% 0.3％ 94.1％ 0.3％ 5.3％

大島町 99.7% 0.8％ 98.5％ 0.4％ 0.3％

利島村 100.0% 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％

新島村(新島) 96.1% 0.0％ 96.1％ 0.0％ 3.9％

新島村(式根島) 100.0% 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％

神津島村 96.2% 0.0％ 95.7％ 0.5％ 3.8％

三宅村 94.6% 0.0％ 94.3％ 0.3％ 5.5％

御蔵島村 83.3% 0.0％ 82.9％ 0.4％ 16.7％

八丈町 97.9% 0.9％ 96.3％ 0.7％ 2.1％

青ヶ島村 99.5% 0.0％ 99.5％ 0.0％ 0.5％

小笠原村(父島) 99.5% 0.0％ 99.4％ 0.1％ 0.5％

小笠原村(母島) 67.4% 0.0％ 67.4％ 0.0％ 32.6％

島しょ地域における電波状況測定調査結果

●調査概要：通信事業者４社（株式会社NTTドコモ、KDDI株式会社、ソフトバンク株式会社、楽天モバイル株式会社）の
スマートフォンを使用して、エリア内の電波状況を確認

●調査対象：対象自治体内の国道・都道・一部市町村道

25



令和４年度ＴＤＨ調査結果より（島しょ地域の傾向）

地域別_各通信事業者（４キャリア）
以外との契約割合

22%

24%

24%

12%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

区部

市部

西多摩地域

島しょ部

地域別_インターネットを利用する際に
困っていること

• MVNO等の事業者の契約傾向に関しては、島しょ部で低い傾向がみられる。
• インターネット使用時の困りごとについては、島しょ部において、「圏外で使用できない場所がある」、「通信速度

が遅い時がある」が半数を超えている。

15% 16% 15%

62%

23% 22% 26%

55%

28% 28% 29%

45%

5% 6%
11%

18%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

区部 市部 西多摩地域 島しょ部

携帯電話が圏外等で使用できない場所がある

携帯電話の通信速度が遅い場所がある

月々の携帯電話の利用料が高い

毎月の使用可能なデータ通信量が足りない（毎月７

ＧＢなど※携帯電話契約に基づく）

北多摩・南多摩
地域

北多摩・南多摩地域
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通信困難地域の現状と課題

ニ
ー
ズ
の

可
視
化

課題

補助金
の活用
促進

費
用
負
担

• エリアカバレッジ測定調査等によ
る整備状況進捗の確認

• 都民の潜在的なニーズを把握する
必要

• 西多摩地域、山間部、島しょ地域におい
て、通信事業事業者4社とも圏外の通信
困難地域が存在

• 島しょ地域の都保有アセット数は、９町
村11島合わせても、804件（都内全体の
5.2%）

• 電⼒、伝送路が未敷設、他の法令による
設置制限など、費用以外にも課題があ
り、設置が難しい箇所が存在

定点調査

• 通信困難地域のある町村に対し、
引き続き補助金の活用を推進する
必要

現状

• 基地局設置以外の通信技術の活用
検討が必要

他の通信
技術の
検討• 既存基地局のシステム設定やアンテナの

施工、高さや角度の調整等で原則対応

• それでも改善が困難な場合、費用対効果
から追加投資の要否を判断

費
用
以
外

の
要
因通

信
事
業
者
の

圏
外
へ
の
対
策

西
多
摩
地
域
、
山
間
部
、

島
し
ょ
地
域

アセット
の開放と
更なる活

用

ア
セ
ッ
ト
の

不
足

• 都保有アセットだけでなく、町村
のアセットも積極的に開放してい
く必要

• 地理的条件から、現地確認が容易
でない島しょ地域や山間部のア
セットに関して、更なる情報提供
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通信困難地域解消に係る方向性（案）

費用負担

アセットの不足

費用以外の要因

都のアセット開放のノウハウを提供する説明会の実施等により、多摩・島しょ地
域の町村のアセット開放を進める。

町村のアセット開放（継続）再掲

基地局設置に係る支援（継続）

檜原村及び奥多摩町、島しょ地域のアンテナ基地局設置に係る支援策の見直し

山間部、島しょ地域、船舶での実証（新規）

山間部・島しょ地域及び海上船舶など通信困難が解消されない地域等を対象に、
民間の衛星通信サービスを活用した検証を行い、継続的かつ安定した衛星通信環
境の確保に向けた取組を推進

地理的条件から、現地確認が容易でない島しょ地域等のアセットについて、
都で外観調査等を実施、通信事業者に提供

都アセット詳細情報の提供（新規）再掲

ニーズの可視化
ＴＤＨ調査（継続）

都民アンケート調査等により、山間部や島しょ地域の潜在的なニーズを把握し、
通信事業者に基地局整備を働きかけ

28



４Ｇ・５Ｇ整備の進め方（案）

29

５
Ｇ

通
信
困
難
地
域

引き続き通信困難地域における基地局設置促進策を進めながら、衛星通信の実証等により、新たな技術
の活用を検討

〇町村に対し、アセット開放のための説明会等を実施。開放にかかる課題等を把握し、個別に支援

〇2022年度に計画策定支援事業を実施した地域に対して、基地局設置の整備費補助を実施

〇通信事業者に対し、多摩・島しょ地域における基地局設置状況を定期的にヒアリング。状況と課題を把握

〇衛星通信の有用性を検証し、効果的な活用方法を検討

〇ヒアリング、補助の実施状況、衛星通信の検証結果等を踏まえながら、さらなる都の支援方法について検討

５Ｇエリア拡充に向け、現状と課題、ニーズを地域単位で把握。実効性のある５Ｇ施策を検討

〇電波状況測定調査を実施し、電波状況を把握

〇区市町村に対し、現状ヒアリング及びニーズ調査を実施

〇区市町村に対し、アセット開放のための説明会等を実施し、区市町村のアセット開放の取組を支援。

〇ヒアリング、調査結果等を踏まえながら、実効性のある設置促進策を検討



「４G・５Gのさらなる展開」整備の方向性（案）について

30

１ ユースケース等を踏まえ、５Gの
新周波数帯のエリアカバーの考え方に
対し、ご意見をいただきたい。

新周波数帯のエリアカバー及び通信困難地域対策

２ 通信困難地域の解消に向けた
都の施策について、実効性の観点から、
ご意見をいただきたい。



総括
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【再掲】「つながる東京」の基本的考え方

多様な通信手段を活用し、陸海空で「つながる東京」を実現

各通信手段の特性に応じ、適材適所で使い分け、 「いつでも、誰でも、どこでも」つながる環境を確保

衛星通信

空

海

４Ｇ・５Ｇ

Ｗｉ-Ｆｉ

離島の通信を支える基盤

海底ケーブル

スマートポール

・電波の特性(飛距離50~100m）から主にパ
ブリックスペースの屋内で提供

・誰でも無料でつながることができ、災害発生時の
通信確保としても重要

・セキュアでシームレスな環境を提供

船舶における通信の確保

・主に通信事業者の幹線や企業への引込線
・オフィスや自宅等、屋内での通信のベースとして活用光ファイバ陸

スマートポール

・５Gの特長を活かし、日常的に
通信が混雑するエリアでの高トラ
フィックを回避

通信困難地域
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・通信困難地域など、地上基
地局ではカバーできない範囲
の通信に活用

Wi-Fi

４Ｇ転用型

ミリ波

Ｓｕｂ６

Wi-Fi

・屋外の通信インフラの基礎として、主に
移動中の通信として広く一般的に活用

・５Ｇ各周波数帯の特性に応じ、面的カ
バーやトラフィック対策など使い分け



2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

４G
５Ｇ

衛星通信

公衆Wi-F i

意見

計画策定支援／基地局設置支援（2022年度～島しょ地域、2023年度～檜原村、奥多摩町を対象に追加）

衛星通信の検証・行政サービスへの活用検討

避難所等の都施設への設置、既設AP更新

都有施設／区市町村施設への展開

アクショ
ンプラン

アクショ
ンプラン

今後の進め方
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課題
整理

事務
局案

整備
方針

事務
局案

意見

活用
方針

意見

意
見

意
見

検討検討

検討

意見

検討

意見
アクショ
ンプラン

活用
方針

意見検討検討

OpenRoamingの導入検討

協議会 協議会第6回
協議会

協議会

アセットの開放

設置促進策の実施

分科会 分科会 分科会 分科会

現状
把握

意
見

意
見

第5回
協議会

分科会

現状
把握

課題
整理

2月8日 3月31日

1月23日 2月28日

つながる東京 意見
アクショ
ンプラン

課題
整理

事務
局案

展開
方針

意見
意
見

検討検討
現状
把握

意
見

アクショ
ンプラン

検討 意見

Ver1.0 Ver2.0



Ａｐｐｅｎｄｉｘ
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Wi-Fi

５G
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